
概  要
インテルにおける電力関連資源の消費量と廃棄物の発生量を削減するため、インテル IT部門
はサステナビリティー（持続可能性）の基準モデルに基づいたサステナビリティー戦略を実施し
ています。この社内で開発されたモデルは、IT関連の主な変更が環境にもたらす影響を定量的
に測定し予測します。
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2009年の目標は、インテル IT部門の炭素
排出量を 2008年の基準に比べて 5%削減
することです。二酸化炭素（CO2）排出量削減
に関連して最大限の効果と価値を生むプロ
ジェクトを特定するために、サステナビリティー
の基準モデルを使用して現在の CO2排出量
を計算し、「what-if」分析を実行しました。

また、CO2排出量削減に向けた取り組みの指
針となる、3つのフェーズで構成されたロード
マップも導入しています。

•  フェーズ 1：2009年およびそれ以降に測
定可能な電力削減をもたらす基準となるサ
ステナビリティー・プロジェクトに重点を置く

•  フェーズ 2：2010年末までの追加の電力
削減について実証できる革新的な概念実証
（PoC）に重点を置く

•  フェーズ3：普及と研究開発（R&D）を進め、
インテル全体の炭素排出量を削減するため
の ITの利用に重点を置く

このロードマップに従えば、焦点を明確にし、
サステナビリティー活動とビジネスニーズとを
両立させることが可能です。

サステナビリティーの基準モデルで得られた
データとロードマップに基づいて、消費電力
の削減、革新的なサステナビリティー・ソリュー
ションの開発、サステナビリティー活動の支援
を進めることにより、インテル IT部門における
CO2の排出量削減や回避策を正しい方向に
導いてきました。
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ビジネス課題
メディアの見出しには毎日のように環境問題
が登場し、炭素の排出に関する法律や規制が
世界中で次々に制定されています。インテル
は、2012年までに自社の地球温暖化ガス
の絶対的な排出量を 2007年のレベルより
も20%削減するという企業目標を設定して、
この問題に積極的に取り組んでいます。1

インテル IT部門は、持続可能性の高い慣行
を増やし炭素排出量を減らす戦略の策定・
実施によって、この全体目標の達成に貢献し
ています。具体的には、CO2排出量を 2008
年のレベルに比べて 5%削減することに取り
組んできました。

この削減目標の達成に当たっては、まず以下
の問いに答える必要がありました。

•  現在の CO2 排出量を正確に測定する方
法は ?

•  基準の確立後、テクノロジーやビジネスプ
ロセスに加えた変更の効果を測定する方
法は ?

•  インテル IT部門の電力使用量を削減し、
企業目標の達成を支援しながら、サステナ
ビリティー活動とビジネスニーズとを両立
させることが可能なロードマップを作成する
方法は ?

•  収集したデータを利用して、インテル IT部
門内と企業全体で変化を促進し、その内容
に影響を与える方法は ?

ソリューション
これらの問いへの答えとして、CO2排出量を
削減する戦略を策定しその効果を判断する
ための測定モデルを開発したほか、目標達成
に向けたロードマップを作成しました。このモ
デルは、IT部門内とインテル全体にサステナ
ビリティーの企業文化を築き、意思決定プロ
セスをガイドする上で使用可能な信頼性の高
いデータを提供します。

測定オプションの検討
現在の CO2排出量を測定するに当たり、電力
メーターとモデリングの 2つのオプションにつ
いて検討しました。

インテル IT部門では、電力メーターをインテル
の複数のデータセンターに設置しています。
この種のメーターは、リアルタイムのデータ
と正確さという利点を備えています。ただし、
インテルのコンピューティング /通信インフラス
トラクチャー全体に電力メーターを設置するに
は、多額のコストと莫大な時間がかかります。

もう1つのオプションとなるのがモデリングで
す。電力メーターほど正確ではありませんが、
はるかに実用的です。元々は資産管理 /追跡
システムとして作成された、設備の詳細な資
産目録がすでに存在していました。この資産
目録には、モデルに必要な情報の多くが含ま
れています。モデリングは、ほかのデータシス
テムや仮定条件にも依存していますが、電力
メーターが設置された複数の環境も開発時に
サステナビリティーの基準モデルの検証ポイン
トを提供しました。
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IT@Intel
IT @ Intelが提供するリソースを利用する
と、IT担当者、マネージャー、エグゼクティ
ブは、インテル IT 部門のスタッフや数多
くの業界 ITリーダーを通じ、今日の困難
な IT 課題に対して成果を発揮してきた
ツール、手法、戦略、ベスト・プラクティス
について詳しく知ることができます。詳細
については、 http ://www.intel .co . jp/

jp/business/ it/ を参照するか、御社担
当のインテル社員までお問い合わせくだ
さい。

1  『Intel 2008 Corporate Responsibil ity Report』
（インテル コーポレーション、2009年 5月）を参照してください。
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それぞれの測定オプションが持つ長所と短所
を検討した結果、ハイブリッド方式を採用する
ことにしました。

•  モデリングにより、全体的な視点と「what- 
if」分析機能を早急に確立

•  一部の電力メーターによってこれを補い、
電力メーターからのデータでサステナビリ
ティーの基準モデルを検証

電力メーターを設置する根拠は、厳密にはサ
ステナビリティーの投資収益率（ROI）に基づ
いていませんが、通常はほかのビジネスニー
ズ（例：データセンターなどの環境での保守
管理性の向上）に即しています。長期的に見
ると、計測機器に基づいたデータセンター管
理は依然としてインテル IT部門の戦略の必
須要素であり、IT部門内と企業全体における
多くの環境を管理する上での基盤となります。
将来には、計測機器を利用して、設備自体が
電力使用量や内部温度などのメーター的な
データを提供できるようにすることも検討して
います。

モデルの開発
モデリング作業は、「ITが CO2に与える影響
とは」の問いに答えることから始まりました。
従来から、発電、CO2の排出、人間の活動が
炭素の排出全体に与える影響については、さ

まざまなことが書かれています。業界の資料
では、CO2排出量全体のうち 2%が情報通
信技術（ICT）活動の結果によるものと推定
されています。インテル IT部門ではゼロから
スタートせずに、この推定データを採用して、
インテルの ITエコシステムに適用しました。

サステナビリティーの基準モデルは、以下の
設備の詳細な資産目録に基づいています。

•  データセンター施設
•  サーバー
•  ネットワーク
•  ストレージ
•  デスクトップ PCやノートブックPCなどのク
ライアント

•  プリンター

資産データベースには、各種設備の所有台数
と、その設置場所（部屋レベルまで）が記録さ
れています。図 1に示すように、このモデルで
は資産情報のほか変動的な代入値を使用し
て、各種設備の消費電力と炭素排出量を計
算します。

出張に関する指標
インテル IT部門の直接的な CO2排出量のほ
か、ITソリューションがその他のインテルの活
動に与える影響も調査しました。このような目

的から検討されたのが、IT部門のコラボレー
ション・ソリューションがインテルの出張に与え
る影響と、インテルの出張回数を減らす方法
です。その結果、IT部門の直接的な排出量
に、インテルの出張によって生じる炭素量の
計算も加えることにしました。

移動距離に応じた CO2の算出には、World 
Resources Institute（WRI）とGreenhouse 
Gas Protocol（GHG Protocol）のガイドライン
を適用しました。

モデルの計算例
サステナビリティーの基準モデルの基盤と
なっているのは、IT関連で排出された CO2は、
すべて ITインフラストラクチャーによる電力
消費の結果であるという仮定です。電力を消
費する特定の設備の CO2排出量（トン単位）を
計算するに当たっては、資産目録（設備の所
有台数）と、キロワット時（kWh）単位での各
設備の年間電力使用量を利用しました。後者
は、以下の式に示すように、設備に必要な電
力に設備の運転時間を掛けることによって求
められます。

電力使用量 =消費電力 x年間の運転時間

図 1. インテル IT部門の直接的な炭素排出の原因となる各種設備

IT部門の直接的な炭素排出の原因

サーバー ストレージ ネットワーク

電力系統
（UPS） 冷却

ネットワーク デスクトップ PC

ノートブックPCモニター

プリンター

消費電力に関する変動要素
• 設備の台数
• モデルごとの消費電力（ワット数）
• 電力管理
• 冷却効率
• 無停電電源装置（UPS）の効率

データセンター内とデータセンター外
データセンター内

消費電力に関する変動要素
• デスクトップ PCとノートブックPCの台数
• モデルごとの消費電力（ワット数）
• ユーザーの操作（アクティブ、アイドル、スリープ、オフ）
• LCD/CDTの割合
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このモデルでは複数の仮定条件が使用されて
おり、重要な変動要素に基づいて結果（シナリ
オ）を再計算できます。以下に、仮定条件の例
をいくつか示します。

•  年間の平均稼動日数
•  モデルごとの消費電力（ワット数）
•  使用形態（バッチや対話型など）ごとの平均
サーバー使用効率

•  データセンターの電力使用効率（PUE）の
平均値

•  1kWh当たりの CO2排出量
•  出張者 1人、移動距離 1マイル（1.6km）
当たりの CO2排出量

このモデルでは、実際のデータがある場合は
それを使用し、ない場合はインテルのデフォル
ト値を使用します。例えば、一部のデータセン
ターでは実際の PUE値を使用しています。計
算済みの PUE値がないデータセンターについ
ては、電力メーターが設置されたデータセン
ターの平均値に基づくインテルのデフォルト値
を使用しています。

図 2は、ある施設におけるサーバーの年間
CO2排出量を計算する際のサンプルフローを
示しています。このモデルでは、仮定条件と代
入値を利用することにより、サーバーの合計消
費電力（ワット数）を求め、そしてサーバーの

総電力使用量（kWh単位）を計算するために、
データセンターの PUE値を用いています。計
算結果に 1kWh当たりの CO2排出量（トン単
位）を掛けると、その施設における全サーバー
の年間 CO2排出量が求められます。

ストレージ、ネットワーク、クライアント、プリン
ター、出張の各要素についても、同様の方法
で炭素排出量を推定できます。

モデルの検証
モデリングで最も重要な手順の 1つが検証
です。検証を行えば、モデルと計算結果の信
頼性が高まります。計算結果を複数の既存の
データソースと比較することによって、サステ
ナビリティー基準モデルを検証しました。既存
のデータソースには以下のものがあります。

•  複数のデータセンターに設置された電力
メーターの測定値

•  無停電電源装置（UPS）の測定値
•  デスクトップ PC、ノートブックPC、サーバー
の使用効率に関するラボでのベンチマーク
結果

データセンターの電力メーターは PUEの計
算におけるチェックポイントとなり、定期的な
UPSの測定値は電力使用量のデータを提供
しました。インテルのデスクトップ PCとノート

ブックPCはすべて標準構成に従っているの
で、電力メーターを PCに取り付けてラボ内で
標準構成をテストしてから、PC全体について
推定することが容易に可能でした。

検証プロセスでは、このモデルの弱点がいく
つか見付かったので、修正を加えました。例え
ば、一部のデータセンターについては大きなミ
スマッチがあり、ストレージの電力使用量を正
確に数値化できていないことが判明しました。

モデルの使用
インテル全体の CO2排出量のうち約 8%が
ICT設備から生じていることが判明しました。
サステナビリティー基準モデルを使って IT関
連の直接的な炭素排出を分析した際には、図
3に示すように、設備の設置場所と種類につ
いても検討しています。設備の種類に関する
分析では、改善策の実施による電力節約の可
能性を評価しやすい単位に設備を分類するこ
とができました。

このモデルで得られた情報に基づいて、サス
テナビリティーの方針と強化すべき点を設定
しました。例えば、IT部門のデータセンターに
おける電力と冷却の効率に着目し、その改善
策をインテルのデータセンター全体に広めるこ
とにより、炭素排出量を大幅に削減できます。
また、炭素排出量の大半はサーバーから生じ

図 2. サステナビリティー基準モデルでは、 
代入値と仮定条件の利用により施設内のサーバーの 

炭素排出量を正確に計算できます。

勾配（%）xサーバー使用効率+切片 サーバーの台数xモデルごとの
消費電力（ワット数）x年間の時間数

サーバーの年間消費電力
（kWh）

PUE

CO2排出係数
（トン/kWh）

CO2（トン） 合計CO2（トン）

使用効率と電力の関係 設備の電力使用量

電力使用効率

x

x

x

=

二酸化炭素（CO2）の年間排出量

電力係数（%）

サーバーの電力使用量（kWh）

施設の電力使用量（kWh）

略語：kWh - キロワット時

すべてのサーバー

∑
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ているので、定期的なサーバーの更新、共通
プラットフォームへのアプリケーションの統合、
使用していないシステムの電源切断により最
大限のメリットを得られます。

反復的なプロセスを進めていく中で、次のセク
ションで説明する ITロードマップの作成にも、
このモデルを使用しました。

戦略のもう1つの構成要素となるのが、サス
テナビリティーの概念を意思決定プロセスの
中に組み込むことです。モデルの導入後は、
相対的な CO2の ROI計算を追加して IT部門
の財務 ROIテンプレートを拡張しました。この
計算を利用すると、ビジネス意思決定者は形
のない要素であるサステナビリティーの価値
を考慮に入れることができます。

ロードマップの作成
2009年の炭素排出量を 5%削減する目標
の達成に向けて、ITサステナビリティー活動
の指針となる長期的なエコテクノロジー・ロー
ドマップを作成しました。まず、この目標に対
する経営陣の承認を得てから、次に、主なテク
ノロジー分野の担当者を集め、IT部門全体か
らメンバーを選抜した職務横断型チームを編
成しました。

サステナビリティー・モデルに基づきながら、
影響の大きなビジネス分野をターゲットにして
ロードマップを作成しました。図 3にも示しま
したが、IT部門の炭素排出の内訳は以下のと
おりです。

•  データセンターから 70%。インテルのデー
タセンターは、インテルにおける新たなテク
ノロジーの開発で重要な役割を担っていま
す。世界中の設計チームが作業を同時進行
して、協調的なテクノロジーの進歩を実現し
ています。

•  データセンターやラボ以外に設置された
コンピューティング設備と ICT設備から
24%。インテルは世界中に多くの施設を持
つグローバルな企業であり、ICT設備は従
業員の連絡に欠かせない役割を果たしてい
ます。

•  クライアント・コンピューティングから 6%。
ノートブックPCが企業全体に幅広く普及し
ているので、インテルのクライアントからの排
出量は極めて少なくなっています。80%を
超える従業員が低消費電力のノートブック
PCやモニターを使用しています。

この 3分野は、サステナビリティーのメリットと
コスト上の考慮の点で最も大きな影響をもた
らします。

チームは対象分野ごとに、段階的なロードマッ
プ手法に沿った省電力プロジェクトを特定し、
「what-if」分析によって各プロジェクトの炭
素削減量を四半期ベースで計算しました。

図 4は、3つのフェーズで構成されたサステナ
ビリティー・ロードマップを示しています。

図 3. サステナビリティー基準モデルでは、 
設備の設置場所と種類に応じて 
炭素排出量が異なることが判明しました。

70%
データセンター

24%
データセンター外

69%
サーバー

13%
ネットワーク

11%
ストレージ

設備の種類ごとに推定された
IT関連の直接的な CO2排出量

7%
クライアント

6%
オフィス内のクライアント・コンピューティング

設備の場所ごとに推定された
IT関連の直接的な

二酸化炭素（CO2）排出量

測定可能な
電力使用量削減をもたらす
進行中のプロジェクト

IT関連の企業目標達成の支援

フェーズ 1：電力削減基準

2009/2010年の
電力削減について実証できる
革新的な概念実証（PoC）

企業目標達成プロジェクトの追跡と、
新たな省電力プロジェクトの特定

フェーズ 2：
革新的な概念実証（PoC）

2010年以降の IT関連の
電力使用量を削減する新たな
コンセプトと追加のロードマップ

サステナビリティーに関する
長期的な ITリサーチ計画の策定

フェーズ 3：普及と研究開発

2009年上半期 2009年下半期 2010年

図 4. 3つのフェーズで構成されたロードマップでは、 
基準プロジェクトから革新的なソリューション、 
戦略的な研究開発へと移行し、サステナビリティー 
への包括的アプローチを実現します。
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ロードマップには、排出量削減プロジェクトと
回避プロジェクトが組み込まれています。

•  排出量削減プロジェクト：消費電力を減らす
ことで CO2排出量を削減するプロジェクト。
例えば、サーバーを更新すると、効率化と統
合を通じて消費電力を削減できます。

•  回避プロジェクト：CO2排出量の増加を抑
えるプロジェクト。例えば、仮想化を行うと、
既存のサーバー・インフラストラクチャーの
使用効率が向上するので、サーバーの台数
を増やさずに処理能力を強化できます。こ
の方法ではサーバーの購入やデータセン
ターの新設を回避すれば、消費電力の増加
を抑えられます。

フェーズ 1：電力削減基準
ロードマップのフェーズ 1では、2009年およ
びそれ以降、サーバーの更新、データセンター
の PUE、仮想化など測定可能な電力削減を
もたらす基準サステナビリティー・プロジェクト
に重点を置きます。これらのプロジェクトの多
くはすでに進行中であり、大半はコスト削減を
目的に行われています。

フェーズ 1におけるサステナビリティー基準モ
デルの主な役割は、サステナビリティーの影
響を数値化して、プロジェクト・オーナーに認
識させることです。これは報奨制度として利用
されています。

フェーズ 2および 3：革新的な概念実証 
（PoC）と、研究開発 /普及
フェーズ 2では、2010年末までの追加の電
力削減について実証できる革新的な概念実
証（PoC）に重点を置きます。現在のプロジェ
クトを追跡し、新たな省電力プロジェクトを特
定します。このフェーズでも電力削減基準の
達成に向けて引き続き進捗状況を追跡しま
すが、重点は革新的な電力削減の概念実証
（PoC）と戦略的なリサーチプログラムの特
定に移されます。また、IT以外から機会を見
出すことにも重点を移します。例えばオフィス
ビルや工場などのエリアで、ITソリューション
を通じてインテル全体の電力使用量の削減に
貢献可能な機会を見極めます。

フェーズ 3では普及と研究開発（R&D）を進
め、2010年より先の新たなコンセプトと追
加のロードマップについて検討します。この
フェーズの一部には、長期的なサステナビリ
ティー・リサーチ戦略の策定も含まれます。

結  果
フェーズ 1では現行プロジェクトのリストを作
成しました。図 5に示すのは、2009年にこれ
らのプロジェクトが CO2の排出に与えている
影響です。第 1四半期と第 2四半期の数値
は実測値であり、第 3四半期と第 4四半期の
数値は予測値です。この図は、炭素排出量削
減プロジェクトと回避プロジェクトで構成され
ています。

財務データ
サステナビリティー基準モデルには財務面の
要素も追加しました。このため、IT環境の変
化がもたらす財務面の最終的な影響を計算し
てから、サステナビリティーを意思決定プロセ
スの中に組み込むことができました。例えば、
1,000台の古いサーバーを300台の新しい
サーバーに更新した場合の効果を計算しまし
た。このシナリオでは処理能力を倍増し、CO2

排出量を年間約 1,400トン削減できるという
予測を得られました。また、年間の電力コスト
が大幅に減少することも実証できました。

ロードマップの管理
現行プロジェクトごとに、CO2の排出状況を追
跡しています。このため、プロジェクトの目標
達成に向け、年間を通じて CO2排出量の予
測値と実測値を確認できます。プロジェクトに
は、予測値を上回るものもあれば、下回るもの
もあります。このデータの分析によって、デー
タの不一致の発見、障壁の排除、エンドツー
エンド・プロセスの把握が可能になります。

図 6は、CO2を削減するプロジェクトの追跡例
を示しています。

プロジェクトの例：サーバーの更新
サーバー更新プロジェクトは、CO2削減を実
現する最も大きな機会の 1つです。現在は、
フェーズ 1の一環として、複数のサーバー更
新プロジェクトを進めています。

インテル IT部門は、設計コンピューティング
環境全体に対してサーバー更新サイクルを設
定してきました。2009年もこの戦略を続行
し、古いサーバーをインテル® Xeon® プロセッ
サー 5500番台搭載の新しいサーバーに更
新しています。古いサーバーを交換した際、
ワークロードやその他の要因に応じて 7:1～
13:1の統合比率を達成しながら、消費電力
も大幅に削減できることが判明しました。2

図 5. 炭素排出量削減プロジェクトと回避プロジェクト
によって、2009年には CO2を大幅に削減できます。 
第 1四半期と第 2四半期については実際の 
結果であり、第 3四半期と第 4四半期については 
検証済みの予測結果です。

2009年
第 1四半期

2009年
第 2四半期

2009年
第 3四半期

2009年
第 4四半期

二
酸
化
炭
素（

CO
2）
排
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ン
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インテル IT部門での CO2削減

回避プロジェクト
削減プロジェクト

2  『サーバー更新期間の短縮戦略でデータセンターのコスト削
減を実現』 （インテル株式会社、2009年 10月）を参照してく
ださい。
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プロジェクト名 予測された結果
（トン単位の CO2）

実際の結果
（トン単位の CO2）

ステータス

データセンター
プロジェクト 1 xx xx

プロジェクト 2 xx xx

プロジェクト 3 xx xx

オフィス
プロジェクト 4 xx xx

プロジェクト 5 xx xx

ラボ
プロジェクト 6 xx xx

プロジェクト 7 xx xx

合計 xx xx

      ステータスの説明：  予測値を達成     注意     予測値未満

図 6. 各プロジェクトの追跡によって、 
データの不一致の発見、障壁の排除、 
エンドツーエンド・プロセスの把握が可能になります。

次のステップ
ロードマップでは複数のフェーズを並行して
進める予定です。2009年の重点は、フェー
ズ1の実行に置かれています。ただし、フェー
ズ 2の活動にも着手しつつあり、2010年初
めまでにはフェーズ 3の戦略を策定できる見
込みです。サステナビリティー活動とビジネス
ニーズとを両立させ、テクノロジーやビジネス
プロセスに加えた変更の効果を測定可能な
ようにモデルを改善し続けなければならない
ので、ロードマップの実行は継続的なプロセ
スになります。

サステナビリティー基準モデルやロードマップ
を改善していく中で、その他の重要な活動に
も取り組んでいく予定です。

•  モデル：データ分析を拡大し、各種の
インテル施設について、消費電力が多い分
野を国ごとや、個々のデータセンター、事業
所、ビルごとに特定する予定です。このよう
にすることで、最も効果の高いプロジェクト
を選択できます。

•  ロードマップ：今後も一連のテクノロジー・ソ
リューションを提供することにより、インテル
IT部門の炭素排出量を削減し、社内のビジ
ネス関係者と協力して、ITテクノロジーが
インテル全体の炭素排出量の削減で大き
な役割を果たせる機会を見極めます。また、
引き続き社内外のリサーチチームと連携し
て、革新的な電力削減ソリューションを見出
し提供していきます。

データの利用が意思決定と 
企業文化に与える影響
意思決定プロセスの指標となり、促進するビ
ジネスツールとしてこのモデルを利用しない
のなら、このモデルで得られるデータは役に立
ちません。例えば、このモデルを利用して追加
の「what-if」分析を行うことにより、特定の意
思決定が炭素排出量にどのような影響を与え
るかを判断できます。

図 3に示すように炭素排出量の中でクライ
アント・コンピューティングが占める割合は
比較的少ないですが、インテルのほぼすべて
の従業員が毎日 PCを使っているので、この
割合は無視できません。ロードマップの作成
では、この事実を考慮に入れることにしまし
た。電力管理機能とソリッドステート・ドライ
ブ（SSD）の導入によってクライアントの消費
電力の削減を試みるほか、クライアント・コン
ピューティングの利用によって意識の向上、
変化、従業員の参加を促していく予定です。

進捗状況の追跡
この構想を世界中のインテル施設で実施し追
跡できるように、進捗状況と達成度を評価でき
る必要があります。また、各プロジェクトの結
果を数値化できなければなりません。組織全
体でのサステナビリティー・ロードマップの管
理の課題について、今後も調査を継続してい
く予定です。

エコテクノロジーの 
イノベーションとリサーチ
電力削減と、一連の電力削減プロジェクトの
開発に向けた取り組みを進める中で、社内で
はインテルの戦略的リサーチチーム（インテル
ラボ）や各製品グループと連携して、次世代
電力削減プロジェクトの開発と新しいインテル
製品の早期採用を促進しています。

社外では、欧州連合（E U）の S e v e n t h  
Framework Programme（FP7）など数々
のリサーチプログラムを通じて大学や研究
機関と連携しています。インテル I T 部門の
リサーチ戦略は、I T 関連の直接的な電力
削減に加えて、I T がもたらす電力削減の機
会も対象にしています。

規制機関や業界団体との連携
エネルギー確保と気候変動の課題を受け、行
政 /公的機関はその解決に乗り出しました。
この結果、サステナビリティー関連の規制が
世界中で増加しています。一部の規制では、
一定の基準を超えた電力を使用する施設に
対して、電力使用に関する報告を義務付けて
います。サステナビリティー基準モデルは、特
定のシナリオでの報告の要望にも対応してい
ます。
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まとめ
サステナビリティー基準モデルは、基準と、排
出量に影響を与える主要な変動要素の定義
を可能にした点で、CO2排出量の管理におけ
る重要な第一歩となりました。さらにこのモ
デルは、CO2排出量削減の改善度合いの測
定を実現し、今後のテクノロジーやプロセス
の変更を評価する手段も提供しています。

3つのフェーズで構成されたロードマップをサ
ステナビリティー・モデルに組み合わせること
で、以下の実現につながります。

•  消費電力の削減
•  革新的なサステナビリティー・ソリューション
の開発

•  サステナビリティー活動の支援
•  インテル内や業界に対して最善手法（BKM）
を紹介

高度な目標の設定、職務横断型チームの編
成、焦点を明確にしたサステナビリティー・ロー
ドマップの作成を通じて、サステナビリティー
目標の達成に積極的に取り組んでいます。
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ROI  投資収益率
SSD  ソリッドステート・ドライブ
UPS  無停電電源装置
WRI  World Resources Institute

最新トピックに関するインテルの ITリーダーのコメントについては、 
 http://www.intel.co.jp/jp/business/it/ を参照してください。


